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1. はじめに 

「破壊的イノベーション」はハーバード・ビジネス・スクール教授クレイトン・クリス

テンセンが 1997 年に発刊し、2001 年に邦訳として出版された『イノベーションのジレンマ』
1)の中で提唱したフレーズである。 

一つの企業が「破壊的イノベーション」を繰り返し起こすことは至難の業である。それ

を克服するための指南書が、2003 年に出版されたクリステンセンとマイケル・レイナー共

著による『イノベーションへの解』2)である。 

NTT DOCOMO は、1999 年 2 月に携帯端末からインターネットを接続する『i-mode』（す

でに過去のものとなった）のサービスを開始した。『i-mode』は、『イノベーションへの解』

(p.107)にも「破壊的イノベーション」として言及されている。 

さらに、2013 年 10 月、NTT DOCOMO は、人の移動を統計的に可視化するシステム『モ

バイル空間統計』3)4)を開発し、サービスを開始した。筆者は『モバイル空間統計』のアイ

デア（原案）の創発（発案）者である。創発（発案）の経緯を論文5)6)にして 2014 年および

2015 年に発表した。本稿では、『モバイル空間統計』がクリステンセンの提唱した「破壊的

イノベーション」に該当するかを、以下のプロセスで論じる。 

・第 2 章：クリステンセンが提唱した「破壊的イノベーション」の定義 

・第 3 章：『イノベーションのジレンマ』のなかで示されたリトマス試験による評価 

・第 4 章：『イノベーションへの解』に沿った『モバイル空間統計』の戦略策定プロセスの

検証 
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2. 「破壊的イノベーション」の定義 

『イノベーションのジレンマ』で定義された、「持続的技術」と「破壊的技術」を説明す

る。 

・持続的技術 

新技術のほとんどは、製品の性能を高めるものである。これを「持続的技術」と呼ぶ。

(中略)あらゆる持続的技術に共通するのは、主要市場のメインの顧客が今まで評価し

てきた性能指標に従って、既存製品の性能を向上させる点である。(p.9) 

・破壊的技術 

これは、少なくとも短期的には、製品の性能を引き下げる効果を持つイノベーション

である。破壊的な技術は、従来とまったく異なる価値基準を市場にもたらす。一般的

に、破壊的技術の性能が既存製品の性能を下回るのは、主流市場での話である。(p.9) 

しかし、クリステンセンは 2003 年に発刊した『イノベーションへの解』の中で、「持続

的技術」「破壊的技術」が誤解されて捉えられていると指摘している。 

われわれの「持続的イノベーション」という用語を、既存の「斬新的」イノベーショ

ンの枠組みと同一視し、「破壊的技術」を「急進的」「ブレークスルー」「独創的」また

は「異なる」技術といった用語と同等に扱う人が多い。そして彼らは、（彼らの定義に

よる）破壊的アイデアは良いものだから、投資に値すると結論付ける。この傾向は残

念なことだ。なぜならわれわれの研究成果は、本文のこの箇所で述べた、破壊の特定

の定義に結びついているからだ。そんなことから、本書では多くの場合、「破壊的技術」

の代わりに、「破壊的イノベーション」という用語を用いた。読者がこの概念をねじ曲

げて、われわれが誤っていると考える分類方法に合わせてしまう可能性を、最小限に

留めるからだ。(p.40) 

本稿では以降「持続的イノベーション」「破壊的イノベーション」を統一して使用する。 

3. 『モバイル空間統計』は「破壊的イノベーション」か？ 

3.1. 『モバイル空間統計』の利用形態 

『モバイル空間統計』のような「人口移動調査サービス」の主な利用形態は以下の 3 種類
5)6)である。さらに、ほかのデータベースの組み合わせや統合により、利用形態は複雑化し

ている。 

① 新店舗マーケティングサービス 

② イベント・交通混雑情報提供サービス 

③ 人口移動調査を基にした「防災計画」、「都市計画」などの行政サービス 
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3.2. 『イノベーションへの解』における「破壊的イノベーション」の分類 

『イノベーションへの解』では「破壊的イノベーション」は次の 2 種類に分類される。 

・新市場型破壊 

われわれは新市場型破壊を、「無消費」、つまり消費のない状況に対抗するものとして

捉えている。新市場型破壊品は従来品に比べればずっと手頃な価格で入手でき、しか

も使いやすいため、それまで消費者ではなかった新しい人々がこの製品を手軽に購入

して利用するようになるからだ。(p.57)例：パソコン、ソニーの電池式小型トランジス

タラジオ、キャノンの卓上コピー機 

・ローエンド破壊 

主流のバリュー・ネットワークのローエンドに端を発する破壊を、ローエンド型破壊

という。鉄鋼ミニミル、ディスカウント小売業者、韓国の自動車メーカーによる北米

市場参入などの破壊は、新市場を生み出さなかったという点で、純粋なローエンド破

壊である。これらは実績ある企業にとって最も魅力の薄い顧客を摘み取ることで成長

した、単なる低コストのビジネスモデルだった。(p.59)例：鉄鋼ミニミル、カタログ通

販、ディスカウント・デパート、アマゾン 

さらに、両者のハイブリッド型も存在する。 

破壊は新市場型とローエンド型アプローチのハイブリッド(混成)であることが多い。

(p.61)例：サウスウエスト航空（飛行機に乗らない人、車や長距離バスを利用していた

人をターゲットにした）、グーグル、電子メール 

3.3. アイデアを破壊的戦略として形成するための三つのリトマス試験 

 『イノベーションへの解』では新アイデアの判定に三つのリトマス試験紙を用意した。 

経営者はアイデアに破壊的戦略としての可能性があるかどうかを判断するために、次

の三組の質問に答えなければならない。(p.64) 

・質問グループ 1： 

最初の質門では、そのアイデアが新市場型破壊の戦略になり得るかを検討する。これ

が実現されるためには、次の質問のうち少なくとも一つ、一般に両方に対する答えが

イエスでなければならない。 

・これまで金や道具、スキルがないという理由で、これをまったく行わずにいたか、

料金を支払って高い技能を持つ専門家にやってもらわなかった人が大勢いたか？ 

・顧客がこの製品やサービスを利用するために、不便な場所にあるセンターに行かね

ばならないか？(p.64) 

・質問グループ 2： 

二組の質問では、ローエンド型破壊の可能性を検討する。次の二つの条件が満たされ
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るなら、そのアイデアには可能性がある。 

・市場のローエンドには、価格が低ければ、性能面で劣る（が十分良い）製品でも喜

んで購入する顧客がいるか？ 

・こうしたローエンドの「過保護にされた」顧客を勝ち取るために必要な低価格でも、

魅力的な利益を得られるようなビジネスモデルを構築することができるか？(p.65) 

・質問グループ 3： 

一般のローエンド型破壊を可能とするイノベーションは、低い粗利益でも魅力的な利

益を実現するための、間接費を削減する改良と、資産を速く回転させるための、製造

プロセスやビジネス・プロセスの組み合わせであることが多い。イノベーションが新

市場型破壊またはローエンド型破壊のテストに合格したなら、今度は第三のリトマス

試験をクリアしなければならない。 

・このイノベーションは、業界の大手企業すべてにとって破壊的であろうか？もし一

社もしくは複数の大手プレーヤーにとって持続的イノベーションである可能性があ

れば、その企業の称賛が高く、新規参入者の勝つ見込みはほとんどない。(p.65) 

 これらの個々の質問を『モバイル空間統計』に当てはめた結果を表 1 に示す。評価結果、

すべての質問が「YES」となり、十分に「破壊的戦略」として形成が可能である。 

表 1 モバイル空間統計に対する三つのリトマス試験 

質問 質問 判定 

グループ 1： 

新市場型破

壊の戦略に

なり得るか 

これまで金や道具、スキルがないという理

由で、これまでまったく行われずにいた

か、料金を支払って高い技術を持つ専門家

にやってもらわなければならなかった人

が大勢いたか？ 

サービス開始(2013.10.1)時点

においては YES 

（「防災計画」「都市計画」「新

店舗計画」） 

顧客はこの製品やサービスを利用するた

めに、不便な場所にあるセンターに行かね

ばならなかったか？ 

YES（かなりの人手を要して

いた） 

グループ 2： 

ローエンド

型破壊の可

能性 

市場のローエンドには、価格が低ければ、

性能面で劣る（十分良い）製品でも喜んで

購入する顧客がいるか？（「新店舗計画」） 

YES 

（「新店舗計画」） 

こうしたローエンドの「過保護にされた」

顧客を勝ち取るために必要な低価格でも、

戦力的な利益を得られるようなビジネス

モデルを構築することができるか？ 

YES 

（「新店舗計画」） 

グループ 3： 

接続的イノ

ベーション 

このイノベーションは、業界の大手企業す

べてにとって破壊的であろうか？ もし、

一社もしくは複数の大手プレーヤーにと

って持続的イノベーションである可能性

があれば、その企業の勝算が高く、新規参

入者の勝つ見込みはない 

条件付き YES 

サービスは開始されているの

で、携帯端末位置情報が「匿

名加工情報」として低価格で

他業者に提供される場合、そ

れを用いたすぐれたアプリケ

ーションは破壊的となりうる 

出典：『イノベーションへの解』（pp.64-66）を基に、筆者がモバイル空間統計の評価を付加 
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また、『モバイル空間統計』に新成長事業として取り得る三つの形態「持続的イノベーシ

ョン」「ローエンド型破壊」「新市場型破壊」の特徴を当てはめる。（表 2） 

 『モバイル空間統計』は新成長事業として取り得る三つの形態のどれもが可能である。 

表 2 新成長事業創出における三つのアプローチ 

 持続的イノベーション ローエンド型破壊 新市場型破壊 

概念１： 

製品やサー

ビスの目標

性能 

最も要求の厳しい顧客

が最も重視する属性に

おける性能向上。これ

には、斬新的または画

期的な性能の向上も含

まれる 

主流市場のローエンド

における従来の性能指

標に照らして十分良い

性能 

「従来型」の属性では

性能が劣るが、新しい

属性（特に単純で便利

なこと）での性能向上 

モバイル 

空間統計 

「防災計画」、「都市計

画」の高精度のシミュ

レーションとリアルタ

イムな運用 

「国勢調査」「人手によ

る新店舗調査」程の精

度はないが、リアルタ

イムな調査が可能 

位置情報と他のデータ

ベースと統合した新サ

ービス 

概念２： 

目標顧客ま

たは用途市

場 

性能向上に対価を支払

う意思のある、主流市

場の最も魅力的な（つ

まり最も収益性の高

い）顧客 

主流市場のローエンド

にいる、過保護にされ

た顧客 

無消費をターゲットと

する。つまり製品を購

入、使用するために必

要な、金やスキルを持

っていなかった顧客 

モバイル 

空間統計 

「防災計画」、「都市計

画」の顧客は政府や自

治体 

新店舗のマーケティン

グ業者や交通情報提供

サービス業者 

位置情報と他のデータ

ベースと統合した新サ

ービス 

概念 3： 

どのような

ビジネスモ

デル（プロ

セスやコス

ト構造）が

必要になる

か 

既存のプロセスやコス

ト構造を十分に活かし

て利益率を改善または

維持する 

運営面または財務面

（または両方）におけ

るアプローチ。低い粗

利益率と高い資産活用

率をさまざまに組み合

わせることによって、

市場のローエンドでビ

ジネスを得るために必

要な低価格でも魅力的

な利益率を得る 

販売単位当たり価格が

低く、当初は単位生産

量が少なくても、儲け

が出るようなビジネス

モデル。販売単位当た

りの粗利益額はかなり

低くなる 

モバイル 

空間統計 

ICT を用いた利用形態。

利用者や企業が利用可

能な料金の設定 

ICT を用いた利用形態。

利用者や企業が利用可

能な料金の設定 

ICT を用いた利用形態。

利用者や企業が利用可

能な料金の設定 

出典：『イノベーションへの解』（p.66）を基に、筆者がモバイル空間統計の評価を付加 

3.4. その後の経過 

2013 年 10 月のサービス開始から、すでに 2 年が経過している。2015 年 9 月 4 日に個人

情報保護法改正案が参議院で可決され、正式に制定された。実施は 2016 年になるであろう。

法改正で携帯電話端末の位置情報は「匿名加工情報」として、ユーザーの承諾なしに利用

することが可能となった。しかし、位置情報から個人特定化の可能性がまったくなくなっ

たわけではない。今後の運用方法に課題が残っている。この間、位置情報サービスの提供
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は停滞している。他の大手事業者も同様のサービスを開発しており、「持続的イノベーショ

ン」に移ったとみてよい。他の後発事業者が低価格で「位置情報」を利用できれば、優れ

たアプリケーションを開発した事業者は新たな「破壊的イノベーション」の勝者になる。 

4. 『イノベーションへの解』に沿った『モバイル空間統計』の戦略

策定プロセスの検証 

4.1. NTT の「創発的戦略策定プロセス」 

情報通信は巨大なインフラ産業である。通信会社は一つの統制のもとに、巨大な情報通

信ネットワークを構築・運用して、ユーザーに安定したサービスを提供している。一方で

は、先端技術の追求者でもある。時代を先取りした新技術や新サービスの開拓をいつも求

められている。戦略策定のプロセスでも、この二面性が大きく影響してくる。『イノベーシ

ョンへの解』の中で、二種類の「戦略策定プロセス」として「意図的プロセス」と「創発

的プロセス」に分類している。本稿では主に「創発的プロセス」を論じる。『イノベーショ

ンへの解』では「破壊的イノベーション」を連続して創発（発案）する戦略システムを「成

長エンジン」と呼んでいる。NTT グループ内では、「成長エンジン」はすでにできていた。

1997 年から始まった、NTT 持株会社主催の「NTT グループ・ベンチャー制度」6)（以降「ベ

ンチャー制度」と記す）である。また、NTT DOCOMO の前身である NTT 移動通信網株式

会社も「破壊的アイデア」を発掘するために、1999 年 6 月から 8 月にかけて「位置情報サ

ービスアイデアコンテスト」7)（以降「コンテスト」と記す）を開催した。「モバイル空間

統計」の原案は筆者が「コンテスト」に応募したアイデアの一つである。なお本稿は「創

発」を「研究開発における発明やアイデアの発案・原案」の意味で使用している。 

4.2. 『イノベーションへの解』で解き明かす『モバイル空間統計』の「戦略策

定プロセス」 

『イノベーションへの解』は「破壊的イノベーション」を起こす指南書である。それも、

「いままで誰もやったことのない、このことをおやりなさい」(p.350)という、「理論はある

が過去に前例のない、『利益ある成長を生み出し続ける』ための方法を提案」(p.350)してい

る。これまで『イノベーションのジレンマ』『イノベーションへの解』の中で繰り返し述べ

られてきた次の「大命題」を打ち破るための「解」だからだ。 

破壊的イノベーションに取り組むためのプロセスを構築した企業は皆無だ。これまで

破壊的イノベーションという課題が、繰り返し発生したためしがないからだ。(p.321) 

『イノベーションの解』で「破壊的成長エンジン」のプロセスは、次のステップで進む。 

・「ステップ 1：必要になる前に始める」(p.336) 

NTT DOCOMO の「コンテスト」は 1999 年、NTT の「ベンチャー制度」は 1997 年から

始まっている。その中から『モバイル空間統計』の原型となるアイデアが生まれた。 
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 また、NTT DOCOMO の第 1 の「破壊的イノベーション」である『i-mode』が、サービス

を開始したのが 1999 年 2 月である。つまり、第 1 の「破壊的イノベーション」がサービス

を開始したと同時期にすでに第 2 の「破壊的イノベーション」の萌芽が始まっていた。 

・「ステップ 2：アイデアを適切な形成プロセスおよび資源分配プロセスへ導く上級役員を

任命する」(p.337) 

「NTT DOCOMO テクニカルジャーナル」4)（2012 年 10 月号）の巻頭言に記載された「ド

コモの経営幹部から研究所に託された課題」(pp1)の「経営幹部」がこれに当たるのだろう。 

・「ステップ 3：アイデアを形成するためのチームやプロセスを作る」(p.338) 

NTT DOCOMO の位置情報サービスの「コンテスト」や 1999 年頃できた位置情報サービ

スの検討会「DLP（DoCoMo Location Platform）検討会」および NTT の「ベンチャー制度」

がこのプロセスに該当するであろう。 

・「ステップ 4：部隊を訓練して破壊的アイデアを発見させる」(p.339) 

この中で次のように指摘している。 

新成長事業のアイデアを、市場や技術に直結する人々を通して得ることは、アナリス

トだらけの企業戦略部や業務推進部に依存するより、ずっと生産的だ。これはもちろ

ん、彼らが一次的なスクリーニングと形成を自ら行うだけの洞察力を持っている場合

に限られる。(p.339) 

まさにそのとおりである。『モバイル空間統計』のアイデアは現場の一エンジニア（筆者）

から生まれているからだ。同じことは別の章（第八章）でも次のように述べている。 

創発的戦略は、組織の内部から湧き上がってくるもので、中間管理職やエンジニア、

営業部員、財務スタッフなどが、優先順位や投資などについて日常的に下す決定の積

み重ねである。これらはたいてい、観念的でも未来志向でも戦略的でもない人々によ

って日々下される戦術的な業務の決定である。(p.260) 

5. おわりに 

 『モバイル空間統計』の開発プロセスは【ステップ 1】から【ステップ 4】まですべて順

調に推移していた。『モバイル空間統計』のサービスは始まったばかりである。 

 「新市場型破壊」のイノベーションも時間が経つにつれ、「持続的イノベーション」に変

容していく。『モバイル空間統計』が「持続的イノベーション」のプロセスに組み込まれる

のか、または、位置情報を用いて新たな「破壊的イノベーション」が生まれるかは、今後

の推移を見守るしかない。『モバイル空間統計』はすでに過去の技術である。「位置情報サ

ービス」の技術改革はすでに新たな段階に突入しているであろう。 
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 2010 年代には「ビッグデータ」というキーワードが ICT 分野のみならず社会全体に席巻

していたが、「2014 年を境として沈静化している」9)といわれている。しかし、位置情報は

ビッグデータにおける基本情報の一つであり、今後もその重要性は増すことはあっても、

減少することはない。 

一方、『モバイル空間統計』を通して、企業の「アイデア・コンテスト」や「企業内ベン

チャー制度」の課題も浮き彫りになっている。発明などの創発(発案)者の権利と企業(組織)

の権利や責任・義務の関係である。2015 年 7 月に「特許法」が改正され、発明特許の権利

が発明者個人から企業(組織)に移った。個人より企業(組織)を重要視することにより、個

人の自由な発想を阻害する最大の要因になる恐れがある。またこれは特許法上の問題であ

り、企業の発明に関する倫理上の問題が解決したわけではない。これらの課題については

別の機会に述べることとする。 
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